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検討資料

目的

根拠

１．都市再生整備計画 事後評価委員会とは

○まちづくり交付金交付要綱 第８ 都市再生整備計画の事後評価

○まちづくり交付金事後評価実施要領 第５ 評価委員会

○事後評価の手続き及び都市再生整備計画の目標の達成状況の確認等
の結果について、その妥当性を審議し、不適切な点または改善すべき
点があると認めた場合は、意見の具申を行う。

○今後のまちづくり等の内容の妥当性について審議し、不適切な点または
改善すべき点があると認めた場合は、意見の具申を行う。



都市再生整備計画事後評価委員会での審議事項①

①方法書について・・・

②成果の評価について・・・

③実施過程の評価について・・・

事後評価を実施する方法について記載した方法書の確認

まちづくりの目標を定量化した指標の数値目標の達成状況の
確認

④効果発現要因の整理について・・・

事業への住民参加やまちづくり体制の構築などの確認

②成果の評価および③実施過程の評価結果に至った要因の
整理

都市再生整備計画事後評価委員会での審議事項②

⑤今後のまちづくり方策について・・・

⑥フォローアップ計画について・・・

⑦事後評価原案の公表について・・・

④効果発現要因の整理結果を基に今後のまちづくりの方策
を検討

⑧その他

②成果の評価について、今年度完了事業による事業効果
の計測や目標未達成の数値目標について、翌年度以降の
フォローアップ計画の確認

①～⑥について実施した内容をとりまとめた原案をHP等で
住民へ公表しているかの確認



２．都市再生整備計画事業とは

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを
実施し、全国の都市の再生を効率的に推進することにより、地域住民の生活
の質の向上と地域経済・社会の活性化を図るための制度である。

目的

制度の概要

事業（交付金交付）期間は１計画に対し、３～５年である。

ま
ち
づ
く
り
の
課
題

都
市
再
生
整
備
計
画
の
立
案

【ハード整備】
・都市基盤、社会基盤の施設
【ソフト事業】
・まちに潤いをもたらす

連携的に実施 総合的・戦略的に実施

・複数事業をパッケージ化

相乗効果・波及効果を期待

交付金の交付

事
業
終
了

（事
業
終
了
年
度
に
実
施
）

事
後
評
価

２．１ 都市再生整備計画の概要

都市再生整備計画事業の３つの特徴

地域の創意工夫を活かした総合的・一体的まちづくりが可能
⇒全国の都市再生を効果的に推進

特徴１ 特徴３特徴２

地方の自主性・裁量性の
大幅な向上

●支援メニューが決まっている

従 来

○市町村の提案に基づく事業を支
援対象とすることにより、まちづく
りに必要な事業が一体的に実施
可能
○どの事業にいくら国費を充当す
るかは市町村の自由

本事業では

使い勝手の大幅な向上

●事業間の流用は、変更手続きが
必要
●年度間の流用は、繰越手続きが
必要

従 来

○事業間の流用が自由であり、変
更交付手続きが実質的に不要
○事業の進捗に応じて年度間で
国・地方の負担割合を調整可能

本事業では

目標・指標の明確化

●事前審査を重視した制度体系

従 来

○事前に設定した目標・数値指標
の達成状況等に関する事後評
価を重視

本事業では



《提案事業》

《関連事業》

《基幹事業》

交付対象事業

• 道路、街路、公園、河川、多目的広場、修景施設、地域・観光交流
センター、公衆トイレ、案内板 など

• 市町村の提案に基づく事業
• 各種調査、まちづくり活動、社会実験 など

• 他の補助事業により補助を受けている事業 など

都市再生整備計画では、地域
が抱える課題やまちづくりのビ
ジョンに基づき、まちづくりの目
標や数値指標を達成するために
必要な事業を記載した都市再生
整備計画を作成（Plan）し、成果
を意識しながら事業を実施（Do）
し、交付期間終了年度に目標の
達成度を評価（Check）するとと
もに、必要な改善を速やかに改
善する（Action）という一連の
サイクルを導入している。

都市再生整備計画事業評価の概要

事業の実施 DoDo

必要な改善策
の実施 ActionAction

都市再生整備計画
の作成 PlanPlan

事後評価 CheckCheck

交付金の交付

交付限度額は交付対象
事業費の最大4割



まちづくりの課題

２．２ 大垣市中心市街地地区における

都市再生整備計画事業の活用

① 西濃圏域の中枢を担うためには、中心市街地の再生、交通結節点機能の強化、駅南北の
一体性の確保が必要とされている。

② 中心部の人口減少や中心商店街の衰退などによる中心市街地の空洞化が生じ、都心機能
が低下してきている。歴史的、文化的遺産など本市の特色を生かした魅力的な公共空間の
創出と風情ある都市景観の形成により、都心居住の促進と来街者の増加を図り、まちの賑
わいを取り戻す必要がある。

③ 大垣市は、地盤が軟弱で低く、多くの河川に取り囲まれているため、古来より治水を至上課
題としてきており、安全・安心な都市生活を確保する防災機能の強化が重要な課題である。

④ 本市の市民１人当たりの公園面積は、都市公園法施行令による標準からまだまだ低い水準
にあり、市民に憩いと潤いを与えるとともに、災害時の避難場所・防災拠点としての機能を持
ち合わせている公園・広場の整備拡大が必要である。

解決するために…

都市再生整備計画事業を活用したまちづくりの実施

３．大垣市中心市街地地区における

都市再生整備計画事業の概要

大垣市中心市街地地区

①地区名
730ｈａ
② 面積

平成18年度～平成22年度
③計画期間

大目標：水・緑・歴史・文化と共生する都心づくり

目標１：賑わいと活力ある中心地の再生

目標２：歴史的資源を活用した特色あるまちづくり

目標３：安全・安心に住み続けられるまちづくり

④目標

３．１ 事業概要



⑤事業内容

《基幹事業》

■道路

・市道南一色1号線

■公園

・杭瀬川公園（南一色町地内）

・大垣公園

・楽田公園

・西公園

■高質空間形成施設

・美濃路景観整備

・水門川橋梁緑化

・市道バリアフリー対策事業

■地域生活基盤施設

・大垣駅北自転車駐車場整備

・大垣駅東自転車駐車場整備

・北公園防災施設設置工事

・大垣公園防災施設設置工事

・美和地区防災施設設置工事

・美和地区調整池設置工事

・第一女子高跡広場

■高次都市施設

・自由通路（人工基盤）

（ＪＲ跨線橋部分）

⑤ 事業内容

《提案事業》

■地域創造支援事業

・市庁舎壁面緑化

・大垣城郭整備

・大垣駅南北自由通路（サービスコーナー）

・曽根川準用河川改修工事

■事業活用調査

・ 事業効果の分析調査

■まちづくり活動推進事業

・水都まちづくり楽校



⑤事業内容

《関連事業》 （参考）

市街地再開発事業

優良建築物等整備事業

既設跨線橋撤去工事

大垣駅北口広場整備

水路改良工事

導水路設置工事

世安排水機場ポンプ増設工事

緊急輸送道路沿いの建築物対策

神田神戸線道路改良事業

杭瀬川堤改修工事

笠縫堤遊歩道整備

昼飯大島線道路改良事業

市庁舎耐震補強工事

きど保育園耐震補強工事

ひまわり学園耐震補強工事

興文小学校耐震補強工事

南小学校耐震補強工事

北小学校耐震補強工事

興文中学校耐震補強工事

南中学校耐震補強工事

北中学校耐震補強工事

商店街空き店舗事業

⑥総事業費

《基幹事業》

2,053百万円
《提案事業》

184百万円
合計

2,237百万円＋ ＝

⑦目標を定量化する指数

指標１：地区内居住人口

指標２：駅跨線橋利用歩行者数（両方向日平均）

指標３：大垣城年間入場者数



事 業 位 置 図

《基幹事業》 道路

事業箇所名

■市道南一色1号線

事業内容

■耐震補強

事業スケジュール

■ 平成２０年度～平成２２年度

整備前 整備後



《基幹事業》 公園

事業箇所名

■楽田公園

事業内容

■遊具、せせらぎ、植栽工 A=3，088㎡

事業スケジュール

■ 平成１８年度～平成１９年度

整備前 整備後

《基幹事業》 地域生活基盤施設

事業箇所名

■北公園防災施設設置工事

事業内容

■防災倉庫1基設置

事業スケジュール

■ 平成20年度

整備前
整備後



《基幹事業》 地域生活基盤施設

事業箇所名

■美和地区調整池設置工事

事業内容

■Ⅴ＝3,470 

事業スケジュール

■ 平成18年度～平成20年度

整備状況

《基幹事業》 高質空間形成施設

事業箇所名

■ 美濃路景観整備

事業内容
■ 景観形成施設 （情報板設置 ４基 修景物設置 ５基）

事業スケジュール

■ 平成18年度～平成22年度

整備前 整備後



《基幹事業》 高次都市施設

事業箇所名

■ 自由通路（人工基盤）

事業内容
■ ＪＲ跨線橋部分 L=74m、W=8m

事業スケジュール

■ 平成18年度～平成21年度

整備前 整備後

《提案事業》 地域創造支援事業

事業箇所名

■曽根川準用河川改修工事

事業内容

■ブロック積護岸工

事業スケジュール

■ 平成18年度～平成22年度

整備後整備前



《提案事業》 まちづくり活動推進事業

事業箇所名

■水都まちづくり楽校

事業内容

事業スケジュール

■ 平成19年度～平成22年度

開催状況

■ 住民参加による地域資源を活かしたまちづくりの学習

各評価項目について、いつ、どのように行うのかを記載した計画書（方法書）
を作成し、都市再生整備計画事業の評価を実施し、事業の有効性を検証

４．事後評価手続き等にかかる審議

4.1 方法書の作成

〔記載内容〕

（１）成果の評価

（２）実施過程の評価方法

（３）効果発現要因の整理方法

（４）今後のまちづくり方策の作成方法

（５）事後評価原案の公表方法

（６）評価委員会の審議

（７）有識者からの意見聴取方法

（８）事後評価に必要な経費に関わる予算措置の状況



指標１ ：地区内居住人口

指標２ ：駅跨線橋利用歩行者数（両方向日平均）

指標３ ：大垣城年間入場者数

追加指標：地域内における安心・安全な移動の満足度

目標を定量化する指標

従前値
評価値

（見込み値）

評価値

（確定値）

確定値

H17年計画作成時 H22年事後評価時 H23年以降フォローアップ

4.2 成果の評価（指標の達成状況）

指標１：地区内居住人口

当地区内に居住する市民の人数で評価する当地区内に居住する市民の人数で評価する

36,127人
（従前値）

目標値

36,500人

評価値（見込み値）

35,617人

平成１６年度
平成２２年度

評価値 ：過去10年の推計による

フォローアップ：平成23年３月３１日時点〔効果発現要因〕
平成20年のモニタリング実施時には緩やかな居住者人口の増加がみられ、
従前値である36,127人を上回る36,423人と目標値に近づいていた。このこ
とから、防災施設設置工事や市道バリアフリー対策事業などにより安心・安
全なまちになって、地区内居住人口増加への効果が表れてきていたと推測
できた。しかし、その後は大幅な居住者数の減少に転じた。目標を達成でき
なかった主な理由として、リーマンショック等の経済状況悪化による外国人居
住者の減少が挙げられる。

目標達成度



指標１：地区内居住人口

人口経年変化(Ｈ12年度～H21年度）

37,235

36,935

36,544

36,247
36,127

36,398 36,368 36,423

35,902

35,525
y = -136.92x + 37123

R
2
 = 0.7335

34,500

35,000

35,500

36,000

36,500

37,000

37,500

Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

推計値 35,617(平成22年度推計)＝－136.92×11+37,123

人口減少傾向が著しく、目標値まで１，０００人程度の差異がある

H22年目標値

36,500人

（人）

指標２：駅跨線橋利用歩行者数（両方向日平均）

駅南北を連結する自由通路の１日当りの通行人数により評価する駅南北を連結する自由通路の１日当りの通行人数により評価する

4,971人/日
（従前値）

目標値

6,000人/日

評価値（見込み値）

14,225人/日

平成１５年度
平成２２年度

調査実施日 ；平成22年５月２７日（木）

フォローアップ：平成23年５月計測予定〔効果発現要因〕

大垣駅南北自由通路が整備され安全・安心・快適に通行できるようになった。
駅北口周辺の商業施設や病院等の整備が進み、南北交流が活発化し、賑
わいと活力が出てきている。
駅跨線橋利用者が増加し、中心市街地の再生に寄与している。

目標達成度



4,971

14,225

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H15 H22

指標２：駅跨線橋利用歩行者数（両方向日平均）

目標値

６，０００人

従前値の約２．９倍で目標値を約8,2００人上回っている

（人）

指標３：大垣城年間入場者数

大垣城に入場した年間の人数により評価する大垣城に入場した年間の人数により評価する

31,345人/年
（従前値）

目標値

35,000人/年

評価値（見込み値）

44,521人/年

平成１６年度
平成２２年度

評 価 値：平成21年度入場者数
※工事のため開館日数が少ないため推計を昨年実績値へ変更 （H22年６月）

フォローアップ：平成23年度入場者数により評価〔効果発現要因〕

歴史的資源である大垣城は、大垣のシンボル的存在であり、大垣城周辺の
大垣公園や美濃路景観整備や水門川橋梁緑化等の整備の相乗効果により、
都市住民に潤い空間を提供しているほか、多くの来訪者が訪れている。
歴史・文化と共生する都心づくりが着実に行われている。
近年の歴史やお城ブームも、入場者数増加を後押ししている。

目標達成度



指標３：大垣城年間入場者数

31,435 30,420

45,801

39,453
40,551

44,521

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（人）

平成18年度は、4月～８月まで誕生記念事業により、無料

目標値を約９,５００人上回っている

目標値

３５,000人

追加指標：地域内における安全・安心な移動の満足度

大垣市中心市街地地区アンケート調査による大垣市中心市街地地区アンケート調査による

72％
＜参考値＞

（従前値）

目標値

－

評価値（見込み値）

77％

平成１７年度 平成２２年度

評 価 値 ：平成22年度アンケート調査結果

フォローアップ：平成23年度アンケート調査を実施〔効果発現要因〕

市道南一色1号線、大垣駅南北自由通路の整備、市道バリアフリー対策事業に
より、地区内の移動が安全・安心・円滑に通行できるようになった。
移動の際の休憩施設としての役割が期待される公園整備の効果も現れている。
これらのことから、安心・安全に住み続けられるまちとしての地区内移動の満足
度が向上している。



追加指標：地域内における安全・安心な移動の満足度

設問2

思わない
46人
5%

無回答
10人
1%

思う
306人
33%

あまり思わ
ない
75人
8%

やや思う
394人

43%

変わらない
93人
10%

思う やや思う 変わらない

あまり思わない 思わない 無回答

思う 306 33% 172 72%

やや思う 394 43% - -

変わらない 93 10% 56 23%
あまり思わない 75 8% - -

思わない 46 5% 9 4%

無回答 10 1% 2 1%

総計 924 100% 239 100%

H22年調査 H17年調査
参考値設問2

設問：自由通路の整備によって南北交流が容易になるとともに、車椅子や高齢
者の方でも安全・安心な移動が可能になった。

77％

■モニタリングの実施状況確認

・目標を定量化する指標の数値データ整理

・有識者からの意見聴取

■住民参加プロセスの実施状況確認

・「大垣市都市再生整備計画」では、市民参画によるWSを開催し、計画
を遂行した

・「水都まちづくり楽校」を開催し、WS等により地域の課題を学習する機
会を提供

■持続的なまちづくり体制の構築状況確認

・「水都まちづくり楽校」を開催し、WS等により地域の課題を学習する機
会を提供し、まちづくりへの機運を高めている。

実施した内容

4.3 実施過程の評価



4.4 庁内会議での検討事項

第1回庁内会議：効果発現要因の整理に関する検討

第2回庁内会議：今後のまちづくり方策の方策に関する検討

第１回庁内会議

（H22.10.1）

第２回庁内会議

（H22.10.12）

第1回庁内会議：効果発現要因の整理に関する検討①
◇成果の評価について
・定性的な効果がある。
⇒①大垣駅南北自由通路の整備により、まちの賑わいの創出に寄与し、街が明るく

なった。また、駅北側・駅南側の両方向へのアクセス性が向上し、利便性がよく
なった。
②楽田公園はきれいに整備され、親子の憩いの場になっている。
③大垣公園は、整備によって明るくなり、防犯性が向上したことから安心して歩ける
ようになった。また、親子が安心して利用できるようになった。
④大垣城をはじめとした整備により、歴史的資源が活用され、まちの歴史的文化度

が向上した。
⑤水都まちづくり楽校の開催により、地域に対する愛着心の向上やまちづくりに対す
る関心・意識が高まった。

◇実施課程の検証について

・モニタリングの実施状況
⇒目標を定量化する指標の数値データ整理
まちづくり交付金モニタリングシートを作成し、有識者から意見聴取

・住民参加プロセスの実施状況
⇒「大垣市 都市再生整備計画」市民参画によるワークショップの開催
水都まちづくり楽校の開催
・持続的なまちづくり体制の構築状況
⇒水都まちづくり楽校の開催



第1回庁内会議：効果発現要因の整理に関する検討②
◇効果発現要因の整理について

○数値目標を達成した指標にかかる効果発現要因の整理
・駅跨線橋利用歩行者数（両方向日平均）については、各種事業の相乗効果で駅跨線
橋利用者数が増加しており、当初期待した以上の効果が発現している。
・大垣城年間入場者数については、社会情勢の後押し（歴史への関心の高まり）が
あったことや各種事業の相乗効果で大垣城の入場者数が増加しており、当初期待し
た以上の効果が発現している。

●数値目標を達成できなかった指標にかかる効果発現要因の整理
・地区内居住人口については、平成20年度には目標値に近づき、一定の効果を見せ
ていたが、急激な社会経済情勢の変化により目標を達成できなかったことにより、当
初期待した効果が発現していない。
⇒まちなか居住事業の導入（家賃補助、低家賃の高齢者住居の確保等）
外国人居住人口に頼らず、定住人口の増加策を追加する必要

第2回庁内会議：今後のまちづくり方策の方策に関する検討
■今後のまちづくり方策の検討について
・駅南北の一体性と利便性が向上し、南北自由通路の通行者が大幅に増加したため、

駅北側に賑わいが創出された。
・美濃路景観整備や大垣城天守の史実性の高い復元・公園整備の相乗効果により、
大垣城の入場者数が大幅に増加した。
・楽田公園や大垣公園、第一女子高校跡地等の整備で憩いと潤いのある公園が整
備された。
・公園等への防災施設整備により、災害時の避難場所・防災拠点が整った。
・地区内の基盤整備は整ったが、地区内居住人口が減少した。
⇒地区内居住人口を維持し、まちの一層の賑わいを創出する。
まちづくり活動を活かし、さらなる市民協働意識の醸成を図る。

・大垣駅南口の利便性の向上や駅南地区の活性化による駅南側の一層の賑わいの
創出が求められている。
⇒駅南口の利便性をより一層向上させる。さらに、駅北側と駅南側の交流を促進す
る。
・観光資源のＰＲや案内サイン等を充実させ、さらにまちの回遊性の向上を図ること
が求められている。
⇒さらなる観光地としての魅力向上にむけ、歴史的・文化的遺産を活用しつつ、
案内サインを充実させ、回遊性を高める。

・市民への防災施設のＰＲによる、防災意識の向上を目指す。
⇒整備された防災施設を生かし、市民の防災意識を高める。



4.5 事後評価原案の公表

①インターネット

大垣市ホームページ上で事後評価シート（様式2-1、2-2）を掲載

②広報掲載

市広報紙（広報おおがき）で市のホームページに事後評価シートを掲載していること、
および政策調整課の窓口で閲覧を行っていることを周知



③閲覧

政策調整課の窓口において事後評価原案を閲覧

④その他
イベント（まるごとバザールインおおがき）において、事後評価シート（様式2-1、2-2）
および主な事業をパネルで展示して市民への公表を実施



⇒平成23年3月31日における住民基本台帳人口により、確定値とする。

⇒Ｈ23年5月頃、大垣駅前で駅跨線橋（自由通路）を南北両方向から通行
する人数を朝5時～深夜1時までの20時間計測・集計し、確定値とする。

⇒平成24年4月に集計する平成23年度の大垣城年間入場者数を把握し、
確定値とする。

⇒大垣市中心市街地地区居住者を対象にアンケート調査（郵送配布・郵送
回収）を実施し、地域内移動における満足度を5段階で評価する。
アンケート配布数2,000世帯、有効票数400以上とする。

4.6 フォローアップ計画

指標１：地区内居住人口

指標２：駅跨線橋利用歩行者数（両方向日平均）

指標3：大垣城年間入場者数

その他の数値指標1：地域内における安心・安全な移動の満足度

事後評価方法書を作成し、国土交通省に提出

第１回庁内会議（H22.10.1（金））

第２回庁内会議（H22.10.12（火））

評価委員会（H22.11.24（水））

評価結果取りまとめシートを作成し、国土交通省に提出
（H22.12月下旬）

フォローアップの実施

平成22年度

平成23年度
以降

事業評価のスケジュール

事後評価原案の公表（H22.11.1（月）～21（日））

事後評価の公表（H２３.３月下旬）

評価委員会による
事業全体の評価


